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１．はじめに 

 

1-1．研究の背景 

 我が国は近代国家になった明治期以降、数回に

渉って行政区画の整理統合を行ってきた。いわゆる

明治の(市町村)大合併、昭和の(市町村)大合併、高

度経済成長期の(市町村)大合併、平成の(市町村)

大合併と言われるものである。明治の大合併は市制、

町制が施行された明治 21 年以降、近代中央集権国 
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家に対応した地方自治体制を確立するために、小規

模町村を合併し経済的にも自立できる町村を形成

(300 戸～500 戸) しようとした。昭和の大合併は戦

後シャープの経済勧告を受け、昭和 28 年以降、人

口(町は7,000人～8,000人)と面積に十分配慮して

町村合併と市(５万人～)の増加政策を進めた。さら

に、高度経済成長期の大合併では都心への人口流出

や山間部の過疎化への対策として自治体再編がな

された。平成の大合併も前者と同じく、自治体の財

政基盤を強化する目的で進められているものであ

るが、人口増加の中で経済規模拡大(税収増加)を目

論んだ前３合併とは異なり、拡大しきった財政支出

を縮小させ、急激に迫る人口減少にも耐えうる自治
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図 1 再編の必要な施設を分類するまでの流れ 
 

表 1 鹿児島県のコミュニティ施設の内訳 

各ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 例 総数
割合
(％)

社会教育施設 公民館、図書館、青年の家、婦人の家など

集会施設 農村研修施設、農村集会施設、集会施設など

ｽﾎﾟｰﾂ施設 体育館、屋内外ﾌﾟｰﾙ、武道場、弓道場など 166 23

厚生施設 保健ｾﾝﾀｰ、児童館、福祉施設、母子館など 134 19

文化施設 郷土資料館、美術館、博物館、劇場など 87 12

ﾚｼﾞｬｰ・観光施設 ｷｬﾝﾌﾟ施設、遊戯施設、観光ｾﾝﾀｰなど 29 4

休養・宿泊施設 国民宿舎、ﾕｰｽﾎｽﾃﾙ、休憩施設など 25 3

産業・商業施設 購買施設、飲食施設、その他 19 3

その他 温泉ｾﾝﾀｰ、交流施設など 26 4
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図 2 社会教育施設数の変化と鹿児島県の人口推移文 1) 

体を形成しようとしているものである。 

 

1-2．一連の研究の目的 

平成の市町村合併は、｢過疎防衛型｣と｢周辺併合

型｣に大別できる(詳しくは後述)と同時に、両タイ

プとも合併後の市町村には、各自で建設した類似の

公共施設が存在している。これらの施設をそのまま

維持すれば、合併の経済効果はプラスどころかマイ

ナスになる。逆に経済効率の論理だけで施設を統廃

合すると住民の利便性は低下する。 

すなわち、行政圏域の拡大を図り、人口規模の維

持や拡大による、経済効率を求めた平成の大合併は、

住民の生活サービスから見れば、施設の整理統合は、

必ずしも納得できる手法とは言えない。 

このため、人口減少下の合併では、単なる施設の

統廃合やコンバージョンの実行以前に、施設整備計

画理論の再構築が必要である。またこれには、従来

の近隣住区論のサービス施設整備｢段階構成論｣と

は異なり、｢段階構成論｣に｢並列構成論｣を組み合わ

せた、新しい｢生活サービス構成論｣が必要であろう。 

 

1-3．本論文の研究目的 

本論文は研究の第一段階として、公共施設の中で

も｢質の高い住民生活を守るために必要なコミュニ

ティ施設｣に注目し、存続・用途転用・廃止といっ

た、｢既存施設の今後の用途判定に必要な指標｣を抽

出する際の留意点を検討することを目的とする(図

１)。具体的には、①合併が終了した２地域を選定

し、②平成の大合併の特徴と問題を明らかにした上

で、③両者に生じている問題を把握する。また、④

今後の地域社会を見据えた施設再編を行うため、既

存施設の用途判定に必要な仮の指標を抽出して検

討を行う。 

 

２．モデル施設・地域の選定 

 

2-1．モデル施設の選定 

文化度を測る尺度となるコミュニティ施設は、多

くの場合必ずしも生活に必需の施設ではないため、

統廃合の標的にされやすい。本稿では、コミュニテ

ィ施設の中でも設置数の増加が著しく、類似機能を

持つ社会教育施設と集会施設を対象にする(表 1)。

これらの施設は、鹿児島県でも高度経済成長期以降、

生涯学習や農村整備事業などの政策の推進に伴い

量的な整備が行われ、人口が減少に転じた 1985 年

以降も年々増加している（図 2）。 

 

2-2.モデル地域の選定 

 地域格差や人口変動などの違いから、佐保ら文 2)

の合併類型をもとに、様々な形態で合併した自治体

を 2つに大別できる。一定の財政力と人口規模の自

治体を中核に周辺の弱小町村が集合する｢周辺併合

型｣自治体と、人口や経済規模の拡大を求めて弱小



町村が合併する｢過疎防衛型｣自治体である(表 2)。 

本論文では両タイプの事例として鹿児島県の霧

島市とさつま町をモデル地域とした。 

霧島市は広域圏で連携し、旧国分市と周辺の旧 6

町で 1 つの生活圏を構成している｢周辺併合型｣自

治体である。旧国分市と旧隼人町に人口が集中して

おり、他の旧町の人口密度はさつま町とほぼ変わら

ない(図 3)。財政力指数は旧 1市２町が県平均以上

であり、鹿児島県の中でも財政的に余裕のある自治

体である(表 3)。また、交通手段が発達したことで、

その地理的好条件を生かし、ハイテク産業が発展し

た他、観光都市としても知られている。 

霧島市では合併後 10 年間は分庁方式を維持する

ことが合併協議会で合意されていた。しかし、合併

効果を活かしたい同市は行政改革の一環として職

員削減や本庁へ業務集約を必要としている。このた

め高齢者など交通弱者にとっては不便であり、中心

部だけが便利になるという声もある。 

さつま町は町同士で合併し、広域圏で連携した

｢過疎防衛型｣自治体である。人口減少が著しく高齢

化が進行しており、財政力指数は県平均もしくは平

均以下である(図 3、表 3)。第一次産業型の地域特

性が根強く、農林業や観光、歴史・文化遺産を活か

したまちづくりを展開しようとしている。しかし、

2006 年に襲った大水害が大きな傷跡を残し、復興

に大きな課題を抱えている。 

 

３．合併した自治体の特徴と問題  

 

3-1．平成の大合併の一般的な特徴と問題 

全国的にみて、平成の大合併の特徴として①町村

数の大幅な減少、②中小都市の大幅な増加（表 4）、

③合併により生まれた新市町村の過半が町村、と小

自治体（図 5）であることが挙げられる。 

国の財政再建を地方財政との関連で考えた場合、

地方交付税が最も問題視される。地方交付税は、財

源不足の自治体に財源を保証するため、その多くが

表 2 合併の類型文 2) 

大分類 合併類型 特徴

 中心都市拡張型
合併前に周辺に比べて格段に大きな人口
規模を持った中心都市が周辺の小さな町
村へ行政機能を拡張する。

中心都市集約型
地方の中心機能を持った都市が規模の大
きな合併によって飛躍的に人口を増加さ
せる。

複数小都市連合型
複数の都市が合併して1つの都市を形成
する。

同規模都市連結型
比較的に人口規模の等しい都市が連結し
て1つの都市を形成する。

周辺併合型

過疎防衛型

 
 
表 3 合併前後のさつま町と霧島市の特徴文 1）,3),4） 

宮之城町 324.3 0.31

鶴田町 209.6 0.21

薩摩町 153.4 0.18

隼人町 1171.4 0.59

国分市 1244.0 0.58

溝辺町 350.6 0.59
空港があるため事業費
が得られる。

牧園町 296.2 0.31

霧島町 349.2 0.31

横川町 273.0 0.25

福山町 281.0 0.22

過疎化・高齢化が進ん
でいる。
農業、林業、伝統工
芸、畜産業などが盛ん
である。

人口
集中度

0.24

霧
島
市

法人による納税が多い
ため財政力指数が高
く、人口規模も比較的
多い地方中小都市。

市+町 211.9 0.48

過疎化が進行してい
る。
活性化対策を行ってい
る。

さ
つ
ま
町

財政力
指数

町+町 84.7

旧市町村

合併前(平成16年度) 合併後(平成18年度)

人口注3)

集中度
財政注4)

力指数
市町村の特徴

合併
類型

 
※合併前の鹿児島県の平均：人口集中度(420.7)，財政力指

数(0.26) 

※表中の下線部は、鹿児島県の平均以上の地域である。 

注 3）可住地面積に対する人口の割合。この値が高いほど人

口の集中率といった都市型の要素が強い。（k㎡/千人） 

注 4）国が設定した行政水準の維持に必要な財政需要を自治

体の収入調達力でどの程度まで達成できるかを表した

もの。この値が低いほど、国に依存する程度が大きくな

り、財政収支上の抵抗力に乏しいことになる。 

  A/B A＝各市町村の地方税、B＝各市町村の(地方税＋地

方交付税＋国庫支出金) 
 

宮崎県

鹿児島県

旧市町村
人口
(人)

面積
(ｋ㎡)

人口密度
(人/ｋ㎡)

宮之城町 16745 145.95 114.73

鶴田町 4745 77.99 60.84

薩摩町 4198 79.49 52.81

計 25688 303.43 84.66

横川町 5,271 70.45 74.82

隼人町 37369 66.49 562.02

牧園町 8562 129.66 66.03

霧島町 5585 82.54 67.66

溝辺町 8837 63.5 139.17

国分市 56165 122.51 458.45

福山町 6663 68.52 97.24

計 127773 603.67 211.66
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図 3 さつま町と霧島市の位置文 3）,4） 



財政力の弱い小規模自治体に使用されている｡その

ため地方交付税の削減目標として､それらの小規模

自治体に目が向けられており､合併するか否かとい

う大きな選択を迫られている｡

また､ 2001-2003年にかけて地方交付税の減額

が始まり､合併後の自治体において人口規模によっ

ても減額度合に差がみられる｡地方交付税の減額は

自治体の財政運営を厳しくするものであり､これが

自治体間の格差を生み出している｡このことから､

地方税制度の変更によって､良い影響が見られるの

は､本来財源に富む都市自治体であり､財政力の弱

い中山間地や漁村地域の自治体では良いとは言え

ない場合が多い｡

3-2. r周辺併合型｣霧島市の特徴と問題

中心部に人口が流入し､周辺の人口が減少する傾

向があり､周辺の旧市町村では人口減少がさらに加

速する例もある｡逆に合併したことで広域的に施設

が利用でき､利用者数が増加した施設も見られる｡

このことから､中心部と周辺部との格差が拡大しな

いように注意する必要がある｡また､周辺部では｢過

疎防衛型｣と似たような問題点も見られる(表5)｡

3-3. ｢過疎防衛型｣さつま町の特徴と問題

人口減少が著しく､過疎化･高齢化による影響が

顕著である(表5)｡多くの地域が中山間部で､集落

ごとに寄合や自治会などで使用する施設が多く存

在する｡こうした地域では､地域を支えてきた施設

の縮小や集約を発端として生活サービスの質の低

下が見られる｡このような集落では､狭域の範囲内

できめ細かいサービスを提供するなど､高齢者にと

って生活し易い環境に近づけることが重要である｡

4.施設の有効性を評価する指標の抽出

4-1.従来の施設評価指標

表4　自治体の変化文5)

1999.3 剴#��b�2�

市 �*ﾉ�｢�計 倡2�町村 佗b�

自治体数 田s��2562 �3#3"�777 ���CR�1822 

自治体の構成比(%) �#�縒�79.3 �����42.6 鉄r紕�100 

地方交付税の配分比(%) �#��80 �����40 田��100 

図5　新市町村の人口規模別内訳(2005年度)文5)

表5　合併後の自治体の問題点文2)･3)･4)

問題点 凉ﾙu"�

地域衰退を促進する可能性が ��ﾈﾏｹzﾈ�/��8+ZHﾘ)~陋ｸ+x.鑓ﾘ)~��
あるo 倆(,�,h,�,H�-ﾘ,�*ﾘ*ﾘ,�.薬�

福祉.介護サゼスが縮小するo ��ﾈﾏｸﾋ淫ﾘ,�.h.厭xｽ�ｨ,h,ﾈ�*�x*"�

個人向けサービスが縮小するo �.(ﾏ�,ｨ詹&�,ﾈｦﾙ]ｸ*ｩ>�+X*ﾘ,�,�+ﾖ��

産業の衰退により､産業就業者 ��ﾉ&闔h-i:ﾘ*ｸ,俎8*ﾙ�ﾈ.)y云i�ｸ/�ｸ��

数が減少するo �-�,I�ﾉ&闔bﾘ昏.��ﾈ*ｩ�ﾘ��+x.��ｲ�

教育施設が衰退する可能性が 仆8支郢�ﾘ,ﾉ�ｩ��,ﾘ暹��嶌,ﾈﾋH宿,b�
あるo �,�.�)Eﾉ�ｸ.�*�.薬�

中心部と周辺の格差拡大の可 假ﾉ]9YH*ｨ�(.ｨ.薬�

能性があるo 俘y[�+X+ﾘ*ｨ自�ﾉ4�,�,�.ｨ,�*&��

合併後の地域に対応した施設再編を行う､施設評

価指標抽出に対する考え方は､以下の通りである｡

施設の今後の用途判定に必要と思われる指標を､

既往研究や文献､合併関連資料などを参考に挙げる｡

中でも､合併後の自治体に重複して存在する公共施

設を再編する際に､特に重要な｢指標｣を示す(表

6)｡この｢指標｣を分類すると､ ｢地理的状況｣･｢人｣ ･

｢財政｣ ･ ｢施設｣の4つに大別できる｡これらの4

指標の問題点と留意点を以下にまとめる｡

4-2.施設を再編する際の留意点

(1)地理的状況

生活圏域の広がりは､合併後の広域圏(Ex.大規

模･機能限定サービス)だけではなく､最も住民に

密着した町丁字区などの狭域圏で再構築するもの

(Ex.小規模･多機能サービス)や小学校区･中学校



区などの中域圏で再構築するものなど、複眼的思考

を持つことが重要である。 

 (2)人 

都市計画における施設整備論で最もよく使われ

る指標が人口である。特に人口密度の高い都市部で

は、人口フレームが最強の論理である場合も多い。

しかし平成の大合併では、多くの対象地域が少子高

齢人口減少の市町村であるため、年齢別･男女別な

ど各種の人口指標をどのように取り扱うか悩まし

いところである。 

しかし、生活サービスに対しては、従来の近隣住

区論の段階構成論とは異なる｢段階構成論に並列構

成論を組み合わせた、新しい生活サービス構成論｣

のモデル構築を試みる必要がある。 

(3)財政 

多くの市町村が、財政赤字を幾分でも解消するた

め合併に踏み切っている。一方、施設の廃止や再編

にはそれなりの経済的負担が伴う。施設の統廃合に

は、財政力指数や産業依存度などの指標で、自治体

独自の方針を検討する必要がある。 

(4)施設 

老朽化の度合いや管理コスト、利用率は数値で表

現でき、説得力のある指標である。しかし、人口密

度の低い地域では、そもそもの利用圏域が広いため、

施設整備に対する、段階構成論は通用しにくい。 

 

５．施設の再編に伴う影響と課題 

 

5-1．合併後の施設への影響 

合併によって行政圏域は広域化し、料金や諸制度

などは統一されつつある。一方、身近に施設があっ

た利用者には、多くの条件が旧来のままである。ま

た、1960 年以降に建てられた施設は物理的に更新

時期に差し掛かっているものもある。しかし、コス

ト面で制限があり、簡単に整備できない状況である。 

さつま町や霧島市では財源削減のため、施設によ

っては行政が住民に委託する動きが進んでおり、今

まで利用者側だった住民が管理・運営を担うなどの

変化が見られる。特にさつま町では合併後、公共施

設の管理運営に指定管理者制度を導入し始めてい

る。 

 

5-2． 合併後の住民への影響 

合併後、住民自治の基礎単位となる行政圏が広域

化し、細かなまちづくりが進みにくくなったと言う

声もある。地方分権による分権型社会を確立するた

表 6 施設の重要度選定基準の作成に向けた指標 

特徴のある地形かを把握する。

旧町の面積を把握する。

実際に人が住める面積を把握する。

集落が散在しているのか、密集しているのかを
把握する。

中心部に近いか孤立しているかを把握する。

人口当たりに必要な施設面積を求める。

人口の密集具合を把握する。

鹿児島県の平均の財政力指数と比較してみ
る。現状が分かる。

都市 施設までの到達性が優先される。

都市 内容選択が優先される。

都市

農村

施設の利用状況を把握する。

施設の利用者が地域人口の何％占めている
かを把握する。

施設が頻繁に利用されているか、そうではない
かを把握する。

施設を運営していく際に、負担となるｺｽﾄを把
握する。

管理コストの中でどのくらい住民負担となって
いるかを把握する。

施設の総面積を把握する。

諸室の種類が豊富か、数はどのくらいあるのか
把握する。

地域にどのくらいの施設があるのか把握する。

大
分
類

分野 指標 詳細

施設の老朽化具合を把握する。

時間距離
　　　・
利用距離

耐用年数

経過年数

私的交通手段の有無により、施設利用便益は
制約を受け、弱者が生じるため利用距離や所
要時間によって利用便益を考慮する。

施設数

施
設

稼働率

運営ｺｽﾄ

受益者負担率

施設面積

利用者数

利用率

老朽化

具合
注5)

施設の
利用圏域

圏域

集落内
状況

人

地
理
的
状
況

地形

人口

財
政

経済
活動量

世代別人口推移

人口密度

日常
サイクル

年
サイクル

対人口比や最大距離概念を用いると、居住
地の人々にほぼ同等の施設利用便益を享受
できる。

施設の利用内容によって狭域にないといけな
いものや広域に利用されるものなどがある。

農村

施設までの到達性が優先される。利用者の利
用頻度と施設までの距離との関連で配置を考
えることが望ましい。

施設までの到達性が優先される。利用者の利
用頻度と施設までの距離との関連で配置を考
えることが望ましい。

管理
ｺｽﾄ

施設
状況

(産業依存度)

財政力指数

農村

都市

農村

利用
状況

利用
目的別
サイクル

諸室の種類

地形

旧町の面積

可住地面積

人口数

集落分布

農村集落の種類

今後の地域に見合った配置を推測する。

人口推移

人口集中度

 
注 5)(老朽化具合)＝(経過年数)／(耐用年数) 



めには、地方の多様な価値観や地域の個性などの狭

域圏の強化が重要である。そのためには地域住民同

士のネットワーク形成が第一に必要である。住民に

身近な自治単位は、旧集落などのように小規模の方

がネットワーク形成を構築しやすい。 

 

5-3．今後の生活サービス施設と住民との関係 

地方財政が厳しい中で住民生活のセーフティ・ネ

ットを保障するためには、住民に最も密着した集落

や町丁字区などの狭域的な圏域から小中学校区な

どの中域圏域、複数の市町村が集合した広域圏域ま

で、住民生活をカバーするネットワークの構築が求

められている。さらにサービスの内容や提供・受け

入れ関係など、サービスのあり方そのものを根本的

に見直す必要がある。 

従来の施設整備の評価に用いられる指標は、基礎

人口や利用頻度など数量化されるものが多く、生活

の質を維持するなどの定性的な指標に対しての評

価が難しい。そのため、合併後の変化や今後の社会

のニーズに対して住民生活を保障するという点が

十分に対応できない。施設は住民の生活向上や利便

性をもたらすが、財政難の中で全ての施設の維持・

管理を行うことは難しい。 

このため、住民間のネットワーク構築、情報技術

などによる生活サービスの補完による施設の代替

など多面的な視野から、新しい施設やサービスの提

言で施設再編の方策を導くことが重要であろう。 

 

６．まとめ 

本稿では合併の特徴を明らかにし、合併後の自治

体の現状や問題点を把握した。また、合併後の市町

村内に重複して存在する施設に対して今後の｢施設

の今後の用途判定に必要な指標｣を抽出する際の留

意点を探った。得られた知見を以下に述べる。 

 

 

(1)合併後の自治体は｢周辺併合型｣と｢過疎防衛型｣

の 2つに大別でき、両者は域内で生活サービスの

地域格差の進行や人口流動も起き始めている。 

(2)平成の大合併の特徴として町村の大幅な削減と

中小都市の増加が挙げられる。また地方交付税の

変更により財政運営が厳しくなる自治体もある。 

 ｢周辺併合型｣自治体は人口流動が中心部と周辺

部の間で生じ、両者の格差が拡大している。｢過

疎防衛型｣自治体は過疎化・高齢化が進行してい

る。また、施設の利用圏域が広いため、施設再編

には細かい配慮が必要である。 

(3) 従来の施設評価に用いられる指標の多くは数

量化しやすく、住民生活のセーフティ・ネット

確保などの定性的な指標を評価することが難し

い。そのため合併後の変化や今後の社会のニーズ

に対して住民生活の質を維持・向上するという点

で十分に対応できない。 

(4) 厳しい財政状況の中で住民生活の質を維持・向

上しながら施設の再編を行うには、住民間のネッ

トワーク構築や情報技術などで生活サービスを

補う、といった施設の代替を行う必要がある。 
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